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平
成
21
年
度
の
当
初
予
算
に
つ
い
て

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
中
で
、
引

き
続
き
市
の
最
優
先
課
題
で
あ
る
財
政

の
健
全
化
を
積
極
的
に
進
め
な
が
ら
、

限
ら
れ
た
財
源
を
重
点
的
・
効
率
的
に

配
分
し
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り

を
は
じ
め
、
福
祉
、
環
境
、
教
育
施
策

な
ど
の
円
滑
な
実
施
を
引
き
続
き
行
う

こ
と
を
基
本
方
針
と
し
て
、
予
算
を
編

成
し
ま
し
た
。

　
予
算
の
規
模
は
、
一
般
会
計
予
算
が

１
３
５
億
５
、
６
３
５
万
円
（
前
年
度

当
初
比
４
・
６
％
増
）、
特
別
会
計
（
12

会
計
）
が
１
１
９
億
２
、
０
７
０
万
円

（
前
年
度
当
初
比
２
・
６
％
増
）、
事
業

会
計
（
２
会
計
）
が
30
億
４
、
０
７
５

万
円
（
前
年
度
当
初
比
６
・
８
％
増
）、

全
会
計
の
総
額
は
２
８
５
億
１
、７
８
０

万
円
（
前
年
度
当
初
比
４
・
０
％
増
）

と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
の
う
ち
、
市
税
は
、

世
界
的
な
景
気
後
退
が
続
く
中
で
、
企

業
の
業
績
悪
化
な
ど
か
ら
、
前
年
度
と

比
べ
て
４
・
７
％
（
２
億
１
、
７
７
５

万
円
）
の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま

た
、
地
方
財
源
の
不
足
を
補
て
ん
す
る

た
め
に
臨
時
財
政
対
策
債
は
前
年
度
と

比
べ
て
55
・
３
％
（
２
億
６
、
４
０
０

万
円
）
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
一
方
、
地
方
交
付
税
は
国
に
お
い
て

特
別
枠
の
地
域
雇
用
創
出
推
進
費
な
ど

で
財
源
確
保
さ
れ
た
も
の
の
、
臨
時
財

政
対
策
債
の
大
幅
な
増
額
や
税
収
の

動
向
な
ど
か
ら
、
前
年
度
と
比
べ
て

０
・
９
％
（
４
、
０
０
０
万
円
）
の
減
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
歳
出
で
は
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ

く
り
の
た
め
の
学
校
教
育
施
設
の
耐
震

補
強
に
つ
い
て
、
耐
震
診
断
結
果
に
基

づ
き
、
計
画
を
前
倒
し
て
取
り
組
む
事

業
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
継
続
事
業

で
あ
る
市
道
南
北
線
の
新
設
や
美
術
館

の
整
備
に
伴
う
工
事
費
の
ほ
か
、
子
育

て
支
援
の
充
実
と
し
て
中
学
校
３
年
生

ま
で
の
医
療
費
助
成
や
妊
婦
健
康
診
査

助
成
の
拡
充
な
ど
に
、
重
点
的
に
配
分

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
年
々

増
加
す
る
医
療
費
や
介
護
経
費
の
社
会

保
障
費
な
ど
に
も
対
応
し
た
予
算
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
経
費
の
財
源
を
捻
出
す
る

た
め
、
財
政
運
営
適
正
化
計
画
な
ど
に

沿
っ
て
、
財
政
の
健
全
化
に
積
極
的
に

取
り
組
み
ま
し
た
が
、
全
て
の
財
源
不

足
の
解
消
に
は
至
ら
ず
、
不
足
す
る
財

源
に
つ
い
て
は
、
や
む
を
得
ず
財
政
調

整
基
金
の
取
り
崩
し
に
よ
り
対
応
し
て

い
ま
す
。

　
昨
年
10
月
に
策
定
し
た
中
期
財
政
試

算
で
は
、
こ
の
ま
ま
の
行
政
運
営
を
続

け
れ
ば
、
平
成
23
年
度
に
は
財
政
調
整

基
金
が
皆
無
に
な
る
と
い
う
試
算
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
さ
ら
に
こ
の
景
気
の

後
退
局
面
が
長
引
く
よ
う
で
あ
れ
ば
、

試
算
よ
り
悪
化
す
る
恐
れ
が
十
分
考
え

ら
れ
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
引
き
続
き
財
政
運
営
適

正
化
計
画
及
び
公
債
費
負
担
適
正
化
計

画
に
沿
っ
て
、
集
中
的
に
財
政
の
健
全

化
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
平
成
21
年
度
の
予
算
編
成
で
は
、
引

き
続
き
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
人
件

費
の
削
減
な
ど
、
経
常
的
経
費
の
削
減

な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
そ
し
て
、
投
資
的
事
業
の
抑
制
や
公

営
企
業
会
計
へ
の
繰
出
金
の
抑
制
な
ど

も
実
施
し
、
財
政
の
健
全
化
を
図
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
さ
ら
な
る
健
全
化
に

向
け
て
市
税
等
収
納
対
策
の
強
化
に
取

り
組
み
ま
す
。

　
財
政
の
健
全
化
を
図
る
た
め
に
さ
ま

ざ
ま
な
取
り
組
み
を
行
っ
た
も
の
の
、

市
税
の
大
幅
な
減
少
な
ど
に
よ
り
財
源

不
足
が
約
５
億
５
、
０
０
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
財
源
不
足
に
つ
い
て

は
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
取
り
崩
し

な
ど
で
対
応
せ
ざ
る
を
得
な
い
予
算
編

成
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
た
め
、
当
初
予
算
編
成
後
の
財
政

調
整
基
金
残
高
は
、
約
３
億
５
、
０
０
０

万
円
と
な
り
、
災
害
等
突
発
的
な
財
政

支
出
に
対
応
可
能
か
ど
う
か
不
安
な
要

素
を
抱
え
て
い
ま
す
。
一
方
、
将
来
の

公
債
費
の
償
還
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、

財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
沿
っ
て
減
債

基
金
に
５
、
０
０
０
万
円
を
積
み
立
て

て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
普
通
会
計
の
市
債
残
高
見
込

額
は
約
１
６
８
億
３
、
３
０
０
万
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
て
約
４
億
円
減
少
し
、

平
成
16
年
度
末
を
下
回
る
見
込
み
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公
債
費
負
担

適
正
化
計
画
に
沿
っ
た
市
債
発
行
額
の

抑
制
に
よ
る
効
果
で
あ
り
、
今
後
も
市

債
発
行
総
額
が
元
金
償
還
額
を
下
回
る

よ
う
抑
制
す
る
方
針
で
す
。

　
一
方
、
公
営
企
業
会
計
の
下
水
道
事

業
に
お
い
て
は
、
継
続
事
業
の
処
理
場

建
設
に
伴
い
多
額
の
市
債
発
行
額
と
な

り
ま
す
が
、
処
理
場
整
備
後
は
事
業
計

画
を
見
直
し
事
業
費
を
縮
小
す
る
な
ど

市
債
発
行
額
を
抑
制
す
る
方
針
で
す
。

予
算
の
概
要

基
金
及
び
市
債
残
高
の
状
況

財
政
健
全
化
に
向
け
た

取
り
組
み
状
況

安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り

安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り

 
財
政
の
健
全
化
を
最
優
先
に

財
政
の
健
全
化
を
最
優
先
に

安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
環
境
づ
く
り

財
政
の
健
全
化
を
積
極
的
に
推
進

平
成
平
成
2020
年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

平
成
 21
年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

特 
集

財政健全化に向けた取組状況（経常的経費等の削減等効果）

区　分 効果額 主なもの

人件費の抑制

事務事業及び内部
管理経費の見直し

各種補助金等の見直し

公債費等の抑制
計

受益者負担の適性化・
その他の収入確保

380.8
34.4

21.3

58.3

169.6

97.2

職員数の削減（７人減：一般会計及び特別会計）
特別職の給料カット継続（市長25％・副市長20％・教育長17％・病院事業管理者12％）
管理職手当のカット継続（10～20％）
議員定数の削減（24人→22人）

指定管理料の見直し
牛窓国際交流ヴィラの廃止
視聴覚ライブラリーの見直し
公民館・スポーツ公園業務の集中管理

各種団体活動補助金の見直し
資源ごみ回収補助金の見直し
地区敬老会補助金の廃止
イベント実行委員会助成金の休止

幼稚園保育料の見直し
長船美しい森使用料の見直し
公的資金補償金免除繰上償還に伴う影響額

※普通会計ベース（特別会計及び事業会計に係るものは普通会計からの繰出額）

一般会計　135億5,635万円

（単位：百万円）

使用料・手数料（1.4％）
1億8,608万円

分担金・負担金
（1.5％）
2億525万円

繰入金（4.0％）
5億3,618万円

財産収入・寄附金・繰越金（0.4％）
5,531万円

地方譲与税・各種交付金（4.9％）
6億4,800万円

県支出金（5.3％）
7億2,480万円

市債（10.0％）
13億5,140万円

諸収入（1.8％）
2億4,737万円

歳 入

市税（32.4％）
44億513万円

地方交付税
（31.7％）
43億円

国庫支出金（6.6％）
8億9,683万円

自主財源
（41.5％）依存財源

（58.5％）

衛生費（9.9％）
13億4,209万円労働費（0.1％）

1,900万円

商工費（2.4％）
3億2,616万円

土木費（7.3％）
9億8,173万円

消防費（4.1％）
5億6,074万円

教育費（12.1％）
16億4,589万円

公債費（15.1％）
20億4,895万円

予備費（0.2％）
3,000万円

議会費（1.5％）
1億9,940万円

農林水産業費（8.0％）
10億8,467万円

歳 出
〈目的別〉

  135億
 5,635万円

  総務費（11.4％）
15億3,952万円

    民生費
  （27.9％）
37億7,820万円

23


